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第２部　歴史と社会環境

１．問題の所在
　東京，大阪，名古屋などの大都市では，戦前と戦後でその様相が大きく異
なり，都市化の現象面だけでなく，都市を支える制度面でも大きな違いがみ
られる（谷2004）．そうしたものの一つに，郊外開発手法の違いが挙げられ
る．戦前では耕地整理法が郊外開発の手法の一つとして広く使われ，1931年
に市部での宅地開発目的の耕地整理が禁止されるまで続いた（石田1986）．一
方1919年都市計画法による土地区画整理事業は少なく，大都市周辺には旧市
街地を取り囲むように耕地整理による開発地が形成された（鶴田・佐藤
1995）．耕地整理による開発地区は，街区が正方形であることが多く，道路の
幅員が狭い，公園が少ないといった特徴があり，現代においても明瞭に確認
することができる．戦前期の個々の住宅地開発に関しては，山口編（1987）
や片木ほか（2000）で多くの事例が紹介されており，地理学でも松田（2003）
など鉄道会社による開発事例が紹介されている．しかし耕地整理による宅地
開発は，多数の地主による調整が必要であり，事業開始から宅地化まで時間
がかかる，住宅等建物についてはプランニングの対象外であるといったこと
もあってか，東京の玉川全円耕地整理事業（越澤2001；高嶋2003, 2004）や名
古屋の東郊耕地整理組合（市岡・佐藤1989）などを除いて研究事例は少ない．
　また，戦前と戦後では都市における土地所有形態も大きく異なっている．
戦後の郊外開発では土地・建物ともに居住者が所有することが一般的である
が，戦前では借地・借家居住が一般的であったことが知られている．借地・
借家居住から持家居住の変化に関して，戦後の新規住宅の場合は1939年の地
代家賃統制令および1941年の借家法改正による借家供給の減少から説明でき
る．一方で，戦前から借地・借家に居住していた者の住宅・土地所有状況の

第９章

耕地整理による宅地開発と財産税に伴う土地所有の変化

谷　　　謙　二

Ⅰ　戦前期開発の郊外住宅地と耕地整理・土地所有

　　 埼玉県浦和耕地整理組合の事例 　　
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変化は十分に明らかにされていない．そこで注目されるのが，戦後改革期の
1947年に出された，国の財政再建・富の再分配を目的として課税財産10万円
以上の個人に対して課税した財産税法（大蔵省財政史室1977）の影響である．
最大90％に及ぶ著しい累進制から，地主制の解体に大きく寄与したと考えら
れており（広田1992），農村部に関しては，農地改革の影響が大きかったもの
の，大都市市街地の土地所有の変化にはこの財産税が大きな影響を与えた
（名武2007 ）．また，田中（1982）は戦前からのスプロール地区である東京都
中野区の農家の事例で，財産税による地主の土地所有の大幅な縮小を指摘し
ている．しかし，耕地整理による郊外住宅地において財産税が土地所有に与
えた影響については，研究が行われていない．
　そこで本稿では，戦前期の耕地整理に伴う住宅地開発の過程と，戦後にか
けての土地所有の変化を明らかにする．

２．対象事例
　本研究の事例としては，埼玉県の浦和耕地整理組合を取り上げる．浦和耕
地整理組合は1922（大正11）年に設立され，組合員数約790名，1939（昭和
14）年に解散するまで，埼玉県浦和町と隣接する与野町，六辻村，谷田村，
木崎村の296町（耕地整理前）にわたる範囲について耕地整理事業を行った．
この耕地整理事業は当初から宅地開発目的であり，戦前までにかなりの範囲
が宅地化した．また，この耕地整理事業を嚆矢として，周辺地域でも多くの
耕地整理組合が発足して街路網が整備され，浦和町とその周辺の宅地化に大
きく寄与した．図１に示すように，旧浦和町を含むさいたま市では，浦和・
大宮の旧市街地を囲むように戦前のうちに耕地整理事業が行われ，戦後の土
地区画整理事業区域はその外側に広がっていることがわかる．浦和町では，
耕地整理事業後の宅地化の進展によって人口が増加し1934年に市制を施行し
た．耕地整理事業に関しては，埼玉県浦和耕地整理組合（1939）の『埼玉県
浦和耕地整理組合　事業完成記念帖』（以下「記念帖」）で簡単にまとめられ
ている．
　この耕地整理事業によって宅地化した地区は JR浦和駅，北浦和駅から比
較的近いが，現在でも広い範囲が第一種低層住居専用地域に指定されてお
り，戸建を中心とした良好な住宅地となっている．



168

第２部　歴史と社会環境

１．耕地整理事業の背景
　浦和耕地整理組合は1922（大正11）年に設立されたが，「記念帖」には設立
の背景に関する記述は見られない．ここではこの時期に耕地整理組合が設立
された背景を検討する．小野（2006）は，1910年代から関東大震災前までの
時期の東京の住宅問題を分析し，第一次世界大戦に伴う大戦景気により，建
築費の高騰などで需要が供給に追いつかない「絶対的住宅難」が発生し，圧
倒的な貸手市場下で東京市周辺の郊外ではスプロール的開発による低質な貸
家が供給されたとする．住宅不足の社会問題化により，東京社会局による市
営住宅も供給されるようになった．さらに1920年の恐慌により建築費が低下
すると，郊外での住宅供給が増加し，絶対的住宅難は解消に向かったが，家

Ⅱ　浦和耕地整理組合による耕地整理と宅地化の進展

図１　さいたま市の戦前の耕地整理事業と土地区画整理事業
戦前の耕地整理事業のうち，農地整備が主目的と考えられるものは除く．鉄道線は現在のもの．
岩槻区を除く．
地形図，埼玉県農林部耕地事業課『農地整備（区画整理）完了地区調査表』およびさいたま市
『さいたま市土地区画整理事業一覧表』（2008年現在）より作成．
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賃の上昇により「経済的住宅難」へと変化したと指摘する．池端・藤岡
（1999）によると，東京府では1907年頃から規程を設けて耕地整理の促進をは
かっており，1910年代以降，荏原郡を中心とした東京市周辺郡部における耕
地整理組合の設立が増加している．このように，1910年代の住宅難は，郊外
のスプロール的開発を引き起こしただけでなく，耕地整理組合の設立による
住宅地の計画的な整備も促したと考えられる．
　この時期の浦和町の様子について，当時の新聞記事（表１）から検討する．
まず住宅不足について，1920年１月には前年より東京からの移住者が増加し
て貸家は払底し，家賃が急騰したとの記事がみられる（記事４）．さらにその

表１　浦和耕地整理事業に関する新聞記事

国：国民新聞埼玉版　東：東京日日新聞埼玉版
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対策として浦和町では町営貸家の建設が検討されている（記事５）．この東京
からの移住者の増加は，東京市内における家賃値上げと住宅不足であると指
摘されており（記事６），これらは小野（2006）の指摘する状況と一致する．
　このような状況下で，耕地整理事業に関する記事としては次のようなもの
がある．浦和耕地整理組合設立のかなり前の1916年には，県の技師が神戸市，
大阪市，東京市付近の耕地整理地区を視察に出かけたことが紹介されている
（記事１）．また1921年の国民新聞が行った「理想的郊外住宅地」の投票では，
浦和町が「郊外生活地選外四等」となっている．ただし浦和町は「恩給生活
地」として紹介されており（記事３），まだ別荘郊外的な位置づけであった．
　1920年までの浦和町での人口流入と住宅不足に対して，1921年には都市計
画の必要性に対する認識が高まった（記事７）．これ以降耕地整理の実施に向
けて急速に進展し，「記念帖」によると，1922年１月10日に耕地整理実施調査
設計ならびに工事監督補助を県に申請して同月14日には認可されている．２
月には地主を集めた協議が重ねられ（記事８，９），街路の設計もなされて
（記事10）６月には新聞上に大まかな街路計画図が掲載された（記事11）．組
合設立前にもかかわらず，７月には既に立ち退きに関する記事が出ており
（記事12），８月８日に組合設立認可申請書を提出，９月16日には認可されて
いる（「記念帖」による）．
　このように迅速に耕地整理組合の設立・事業の実施まで漕ぎ着けた背景と
しては，県との密接な関係にあることが新聞記事からも伺える（記事７，
14）．さらに1919年８月から1923年10月まで４年間にわたり埼玉県知事を務
めた堀内秀太郎の積極的な関与もあげられる．竹園（1932）では「時の知事
堀内秀太郎氏は浦和町将来の発展のため耕地整理の必要を痛感し，多大の便
宜と援助を与えられたため施行に対し非常な便益を得た」と記述されてい
る．また「記念帖」においても，1935年に建てられた耕地整理完成記念碑の
篆書を堀内元知事に依頼するとともに，記念碑には「此の計画たるや当時の
県知事堀内秀太郎の勧奨に頼るものにして氏の功績大なりと謂う可し」と刻
まれているとの記載がある．耕地整理の起工祝賀会にも自ら出席している
（記事20）．堀内知事時代には，川越市が1922年に市制を施行し，また1923年
には埼玉県独自に都市計画委員会を設置し，11市町で耕地整理法に基づく区
画整理を行うこととされた（記事16，17，18）．このように都市計画への関心
が高かった知事であるが，その背景については不明である．
　また，浦和町側としても浦和町の発展を図る必要性があった．浦和町は埼
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玉県庁が立地することで発展してきたが，その経緯から県庁が浦和町に存在
する正当性に欠ける点があり，たびたび県庁移転の動きが起こっていた（記
事２）．1920年時点では，全国で市制を施行していない県庁所在地は６箇所
だけであり，浦和町の市制施行は全国の県庁所在地で最も遅い1934年だっ
た．1922年，当時の浦和町長・小谷野伝蔵は「都市研究会」（後藤新平会長）
主催の「全国都市計画講習会」に出席し，その報告では「浦和は県庁の所在
地と致しまして全国で一番貧弱な町であります．（中略）県の御指導に依り
て，宅地を目的とする耕地整理をやって居ります」と述べており（『都市公
論』５巻４号），県庁所在地としての弱さと発展の必要性を述べている．ま
た，浦和市制を翌年に控えた1933年の町有力者による座談会記事（記事26）
によると，浦和町に県庁を留めるために町が県に対し様々な寄付を行ってき
たこと，移転話を出さないためにも市制が必要であることが述べられてい
る．このように，浦和町は県庁を引き留めておくために県の意向に沿う必要
があり，同時に県庁所在地としてふさわしいよう，町を発展させていく必要
があったのである．したがって，浦和町の耕地整理事業は，東京での住宅不
足による郊外化過程の一部として捉えられるだけでなく，県庁所在地として
の浦和町というローカルな地域固有の事情も影響していたといえる．

２．耕地整理事業の特徴
　耕地整理に際しての土地利用・道路区画の形態的特徴を検討する．図２は
耕地整理範囲を示したものである．耕地整理は旧市街地を取り囲むように行
われ，その中に官公庁・学校敷地が広く見られるが，多くは耕地整理前から
立地していたものである．大部分の土地は台地で，土地利用の多くは畑地で，
ついで山林が多かった．
　「記念帖」によると，道路の幅員は当初４間，３間，２間，１間の４種類
たったが，県からの要請により途中で６間，4.5間，３間，1.5間へと変更され
た（記事15）．街区は短冊形で，短辺が約35m，長辺が約120mの街区が多く，
方向は南北および東西双方がある．後に実施された周辺の耕地整理による街
区の多くは正方形で，宅地化に際し街区内に行き止まりの道路を作る必要が
ある．しかし浦和耕地整理組合の街区では，背割りによってすべての住宅を
道路に面して建てることができた．ただし，幅1.5間の道路は現在の基準では
狭小なため，住宅の立替えに伴ってセットバックが行われている箇所が多く
見られる．交差点での隅切に関しては，当初の計画にはなかったが，県から
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の要請により（記事15），一部の交差点には隅切りがつけられた．
　「記念帖」によると，事業実施中の設計変更としては，省線電車（現・京浜
東北線，1933年開通）の建設や，時局匡救事業により南北の６間道路の8.8間
への拡幅（現国道17号線，1934年工事完了）があり，鉄道省・内務省による
土地買収に伴って換地の変更等の影響を受けた．また，耕地整理前後の土地
利用では，道路の面積が10.5町（耕地整理区域全体の3.6％）から48.5町（同
15.3％）へと大幅に増加しており，宅地化に向けて道路を重点的に整備した
ことがわかる．こうした道路敷地の増加に対して，減歩は１割に設定された．
　耕地整理の設計水準に関して，当時大規模に宅地開発目的の耕地整理事業
を実施していた名古屋市の例と比較すると（鶴田・佐藤1992），道路，隅切
り，宅地割，街区割の観点ではこの時期に行われた名古屋市のケースに近い
設計となっている．公園は設置されなかったが，耕地整理では公園の設置は
要求されなかったため，名古屋市の事例でも少ない．浦和耕地整理組合は，

図２　浦和耕地整理事業施行区域における市街化の進展

1927年は吉見（1927）の「浦和市街図」，1939年は埼玉県浦和耕地整理組合編（1939）の「埼玉
県浦和耕地整理組合確定図」より作成．
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埼玉県では最初の宅地開発目的の耕地整理であるが，全国の動向に合うよう
設計されたことがわかる．また，当初の面積は227町であったが，順調な発展
により途中から範囲を広げて296町となった．池端・藤岡（1999）によると，
東京市周辺で1932年までに設立された160の耕地整理組合のうち，面積が100
町を超える組合は15（9.3％）に過ぎず，大規模な耕地整理事業であったとい
える．なお岩見（1978）は，宅地開発目的の耕地整理や区画整理に伴い，小
作人との対立が発生することを述べているが，本事例においては，そうした
記録は管見の限り見あたらなかった．

３．市街化の進展
　耕地整理事業は，1923年９月の関東大震災による中断もあったが，順調に
進展して1923年には一期工事が終了し，さらに周辺まで拡大された（記事19，
21，22）．図２の市街化の進展状況をみると，組合設立から５年後の1927年に
は既に街路網の大部分が完成しており，県庁の西側や浦和駅の東口などで市
街化が進展していた．新聞記事からも，東京からの流入者により，東京への
通勤者も増加したことがわかる（記事23，24，25）．1939年までには市街地は
さらに拡大しているが，浦和駅から離れた北西部では1936年の北浦和駅の開
設まで市街化の進展は遅かった．国勢調査による浦和町の人口（合併前の木
崎村，谷田村の人口を含む）は，1920年から1935年にかけて５年ごとに
19,051，26,959，36,846，44,328人と，５年ごとに７千～１万人の増加を続け
た．このように，耕地整理の進展と東京からの流入者により，整然とした浦
和の市街地が形成されていった．

Ⅲ　財産税に伴う土地所有の変化

　次に，耕地整理地区における土地所有の変化に関して旧土地台帳を用いて
検討する．旧土地台帳には，耕地整理により換地が確定して以降，土地台帳
法が廃止された1960年までの土地所有者の変化が記載されている．「記念帖」
によれば耕地整理組合の組合員数は790余名とあり，施行面積が広いため地
主も多かった．本稿では，戦前のうちに大部分が宅地化した X地区（図２）
について，旧土地台帳から土地所有者の変遷を追った．
　耕地整理完了後の X地区は167筆の区画に分けられており，一筆はほぼ宅
地２軒分に相当する．土地所有者は42人（法人を含む）であったが，そのう
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ちの A氏，B氏，C氏の３人で，それぞれ37筆（23.4％），19筆（11.4％），17
筆（10.2％）の計73筆（43.7％）を占めていた．３人はいずれも耕地整理組合
の役員を務めていた地域の有力者である．小林（1976）によると，東京の旧
市街地では明治以降華族地主や商人地主による土地兼併が進み，大土地所有
が行われたと述べているが，X地区ではそうした外部の大土地所有者は見ら
れず，耕地整理前の地元の土地所有者がそのまま耕地整理後も土地を所有し
ていたことがわかる．
　1960年では，分筆が進み275筆まで筆数が増加し，土地所有者も125人へと
増加した．さらに A氏，B氏，C氏の所有する土地はそれぞれ０筆，９筆，
５筆の計14筆（5.1％）へと大幅に減少し，戦前から戦後の間に土地所有に大
きな変化があったことがわかる．そこで次に，X地区での所有地が無くなっ
た A氏に関して，当初の37筆の所有地の変化を追うことでそのプロセスを明
らかにする．
　図３はA氏37筆の1960年までの所有者の変更および分筆の状況を示してい
る．1947年までは土地所有の変化は見られないが，1948年に A氏は35筆の土
地を手放し，多数の分筆が行われて1960年には73筆となっている．注目すべ
き点は，A氏の手放した土地のうち36筆が大蔵省の所有となったことであ
る．この変化は財産税によるものであり，土地台帳上にも財産税により物納
との記載がなされている．大蔵省による所有は短期間のケースが多く，分筆
されて払い下げられている．1960年時点の所有者を，住宅地図（都市動態図
刊行協会編1958『浦和市動態図鑑』，日地刊行会編1961『浦和市住宅案内図
1961年版』）の居住者と比較すると，73筆中41筆で所有者と居住者が一致し
た．このことから，A氏から財産税の物納により大蔵省の所有となった土地
は，その後多くが居住者へ払い下げられたことがわかる．X地区では，A氏
に加え B氏，C氏，他２名の土地所有者で財産税による大蔵省への物納がみ
られた．このことから，戦前期の宅地開発目的の耕地整理地区では，戦後の
財産税が土地所有の変化をもたらしたと言うことができる．ただし，小規模
地主の多くは1950年代も土地所有を継続しており，X地区において土地所有
者と居住者が完全に一致するようになったわけではない．
　なお旧土地台帳では建物の所有関係は不明で，大蔵省からの払い下げが居
住者に対して行われていることを考えると，X地区では居住者が建物を所有
していたと推測される．しかしそれが当初から持家だったのか，借家だった
ものが財産税により居住者の所有になったものかは不明である．



175

第９章　耕地整理による宅地開発と財産税に伴う土地所有の変化

図３　耕地整理後から1960年にかけての X地区における A氏所有地の変化
旧土地台帳，住宅地図より作成
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　本稿では，埼玉県の浦和耕地整理組合を事例に，戦前期開発の宅地化目的
耕地整理事業の過程と，その後の土地所有の変化を明らかにした．その結果，
浦和町での耕地整理は，東京での住宅問題と軌を一にして行われたことは事
実であるが，県庁所在地としての浦和町というローカルな地域固有の文脈も
影響していた．また，埼玉県での宅地開発目的の耕地整理としては最初と考
えられるが，その設計は全国的な動向に沿ったものだった．土地所有に関し
ては，耕地整理地区範囲の X地区を事例に旧土地台帳を用いて検討した．そ
の結果，耕地整理直後は少数の地元の地主が多くの土地を所有し，居住者は
借地上に居住していた．しかし1947年の財産税により，大土地所有者の土地
の多くが大蔵省へ物納され，その後居住者へ払い下げられることにより，居
住者と土地所有者が一致することとなった．
　戦前に行われた宅地開発目的の耕地整理事業は，図１のように現在の市街
地において少なくない面積を占めているが．日本の都市の形成過程を明らか
にする上で，研究事例の積み重ねが必要であろう．
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